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わたしの なこと
夢中
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特集

スタートです！
読む
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デジタルのちからで　暮らしに笑顔と彩りを特集
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先輩！
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企画編集

やままち編集部

大学生からQ&A
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注意
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2月１0件 3月 10件
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神山消防署 だより

熱中症を
防ぐには
予防のポイント
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令和７年度の が決まりました予算

会計名 予算額
国 民 健 康 保 険 776,896
介 護 保 険 978,618
後 期 高 齢 者 医 療 132,641

簡易水道事業会計 予算額
収 入 額 631,122
支 出 額 650,958

町税
町民税、軽自動車税など町民のみなさんに納めていただいたお金

442,215 総務費
地域振興のため

2,354,077

民生費
福祉の充実のため

1,402,603

衛生費
ゴミ等の環境衛生、予防接種等の保健衛生のため

561,544

農林水産業費
農林水産業の振興のため

577,528

土木費
道路整備、町営住宅運営のため

640,042

消防費
神山消防署、町消防団等の防災対策のため

293,449

教育費
教育や文化振興のため

473,404

公債費
町の借金返済のため

652,475

その他 158,878

使用料・手数料
施設の使用料、住民票、戸籍等証明の手数料のお金

43,214

繰入金
町の貯金にあたる基金などから繰入れるお金

2,162,107

国庫支出金
国が使い道を指定して交付するお金

366,931

県支出金
県が使い道を指定して交付するお金

427,209

地方債
公共施設の整備や財源の不足を補うために町が借入るお金

851,900

地方交付税
財源不足が生じる自治体に、使い道を定めず交付さ
れる自治体固有のお金

2,049,299

その他 439,971

その他 331,154
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区分 住民基本台帳人口
（R6.1.1現在） 歳出額A 実質収支 人件費B 人件費率

B/A
（参考）R5年度の

人件費率
令和

5年度 4,777人 6,979,587千円 225,797千円 863,280千円 12.4% 10.4%

区分 職員数A 給与費
給料 職員手当 期末・勤勉手当 計Ｂ

令和
5年度 91人 308,832千円 46,423千円 122,341千円 477,596千円

(参考)一人当たり
給与費B/A

（参考）類似団体平均
一人当たり給与費

5,248千円 5,514千円

区分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 平均給与月額（国比較ベース）
神山町 41.3歳 309,600円 358,100円 330,894円
徳島県 43.2歳 328,335円 424,749円 360,254円

国 42.1歳 323,823円 405,378円                 円
類似団体 41.0歳 299,781円 343,406円 328,800円

区分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 平均給与月額（国比較ベース）
神山町 56.4歳 296,000円 316,375円 303,575円
徳島県 57.8歳 356,746円 393,746円 374,711円

国 51.2歳 288,144円 330,553円                 円
類似団体 49.2歳 285,856円 316,366円 301,319円

区分 給料月額等

給
料 町長

副町長
746,000円
597,000円

846,800円／528,000円
677,700円／481,000円

報
酬

議長
副議長
議員

284,000円
234,000円
195,000円

400,000円／203,000円
314,000円／130,000円
290,000円／109,000円

区分 給料月額等

期
末
手
当

町長
副町長
議長

副議長
議員

（令和5年度支給割合）3.40月分

退
職
手
当

町長
副町長

（算定方式）
給料月額×100分の43.5×月数
給料月額×100分の25.75×月数

（支給時期）
任期満了時
任期満了時

区分
部門

職員数 対前年増減数令和5年度 令和6年度

普通会計部門
一般行政部門 81 80 ▲1

教育部門 10 11 1
小　計 91 91 0

　　 公営企業等会計部門 11 9 ▲2
合　計 102〔158〕 100〔158〕   　▲2〔0〕

情報公開開示等件数 個人情報開示等件数
実施機関名 請求件数 開示 部分開示 不開示 不存在 請求件数 開示 部分開示 不開示

町 　 　 　 長 0件 0件 0件 0件 0件 0件 0件 0件 0件
教 育 委 員 会 0件 0件 0件 0件 0件 0件 0件 0件 0件
選 挙 管 理 委 員 会 0件 0件 0件 0件 0件 0件 0件 0件 0件
監 査 委 員 0件 0件 0件 0件 0件 0件 0件 0件 0件
農 業 委 員 会 0件 0件 0件 0件 0件 0件 0件 0件 0件
固定資産評価審査委員会 0件 0件 0件 0件 0件 0件 0件 0件 0件
議 　 　 　 会 0件 0件 0件 0件 0件 0件 0件 0件 0件
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納期

税目等

6
月
2
日

6
月
30
日

7
月
31
日

9
月
1
日

9
月
30
日

10
月
31
日

12
月
1
日

12
月
25
日

2
月
2
日

3
月
2
日

3
月
31
日

軽自動車税 全
期

固定資産税 1
期

2
期

3
期

4
期

町県民税 1
期

2
期

3
期

4
期

国民健康
保険税

1
期

2
期

3
期

4
期

5
期

6
期

7
期

8
期

後期高齢者
医療保険料

1
期

2
期

3
期

4
期

5
期

6
期

7
期

8
期

令和7年 令和8年

医療給付費分 後期支援分 介護納付金分※

所得割 6.90% 2.80% 2.50%

均等割 30,000円 12,000円 13,000円

平等割 19,000円 7,000円 6,000円

医療給付費分 後期支援分 介護納付金分※

所得割 6.90% 2.80% 2.40%

均等割 29,000円 12,000円 12,000円

平等割 19,000円 7,000円 6,000円

　   税務職員
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+ ＝

軽減判定基準 軽減割合
43万円＋「10万円×（年金・給与所得者の数－１）」以下 7割

43万円＋「30万5,000円×世帯の被保険者数」＋「10万円×（年金・給与所得者の数－1）」以下 ５割
43万円＋「56万円×世帯の被保険者数」＋「10万円×（年金・給与所得者の数－１）」以下 ２割

軽減割合
５割

仮徴収 本徴収
4月 6月 8月 10月 12月 2月

前年の所得が確定する
までの間、前年度の保
険料額を基に仮算定さ
れた保険料額を徴収し
ます。

前年の所得確定後の８
月に年間保険料額を決
定し、その年間保険料
額から仮徴収額を差し
引いた額を３期に分け
て徴収します。
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区分

補助要件

次に掲げる事項①から③までの全てに該当するもの
①避難路沿道等に面した危険なブロック塀等として町の要綱に従い点検し

た結果、安全対策が必要と判断されたもの
②危険なブロック塀等の撤去後に道路等からの高さが40㎝を超えるブロッ

ク塀等を新たに設置しないこと
③施行業者等が撤去を行うもの

補助対象
経費

次に掲げる危険性の高いブロック塀等の撤去に要する経費
①補助要件の事業を実施する工事
②工事に伴い発生する資材の処分費及び運搬費
③上記に掲げるもののほか、町長が減災に寄与すると認めた関連工事

補助金額 補助対象経費の3分の2と基準額（1mあたり10,000円）を比較し、いずれ
か少ない額以内

補助限度額 一団の土地あたり66,000円
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事業
区分 補助対象住宅及び補助用件 補助対象経費 補助率及び

補助限度額（税込）

耐
震
診
断

支
援
事
業

対象住宅
平成12年5月31日以前に着工された
木造住宅

耐震診断に要する経費
耐震診断費用
5万円のうち4.7万円
(自己負担3千円)

耐
震
改
修

支
援
事
業

対象住宅
平成12年5月31日以前に着工された木造住宅
で，評点が1.0未満と判定されたもの
補助用件
以下の全てに該当するもの
①改修後の評点を1.0以上に向上
②高さ1.5m以上の家具を固定
③耐震改修施工者等が施工
④啓発活動への協力
⑤感震ブレーカー（分電盤タイプ）を設置

次に掲げる工事に要する経費
①改修後の評点を向上させる

工事
②評点に反映しない部分的な

欠陥を改善する工事
③地震時に倒壊の危険がある

コンクリートブロックの撤去
等に必要な工事

④家具を固定させる工事

対象経費の4/5以内かつ
１棟あたり100万円まで
(上乗せ補助）
1棟あたり47.5万円まで
※神山町内に本店を有する業

者が施工するものに限る。
感震ブレーカーの設置について
１棟あたり10万円

耐
震
シ
ェ
ル
タ
ー

設
置
支
援
事
業

対象住宅
平成12年5月31日以前に着工された木造住宅
で、評点が1.0未満と判定されたもの
補助用件
以下の全てに該当するもの
①持家であり、耐震シェルター又は耐震ベッドを

設置するもの
②高さ1.5m以上の家具を固定
③耐震改修施工者等が施工
④啓発活動への協力

次に掲げる工事に要する経費
①耐震シェルター又は耐震ベッ

ドを設置する工事
②家具を固定する工事

対象経費の4/5以内かつ
（耐震シェルター）

1棟あたり80万円まで
（耐震ベッド）

1棟あたり40万円まで
感震ブレーカーの設置について
１棟あたり10万円

　
住
替
え

　
支
援
事
業

対象住宅
昭和56年5月31日以前に着工された木造住宅
で、評点が0.7未満と判定されたもの
補助用件
以下の全てに該当するもの
①現在居住する住宅のすべてを除却
②解体業者が施工

次に掲げる工事に要する経費
①住宅を除却する工事
②地震時に倒壊の危険がある

コンクリートブロック塀の撤
去等に必要な工事

対象経費の2/5以内かつ
１棟あたり30万円まで
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住民課

教育委員会

駐在所だ
よ
り
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月額 円17,510

1

2

3
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第８回
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